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　　従業員に労働条件を明示するにあたり、書面で明示する
条件についてはどのように記載するのがよいでしょうか。ま
た、書面を渡すのは初勤務日でよいでしょうか。

　　従業員を雇用したとき通知する労働条件には、必ず書面
を交付しなければならない項目があります。
　①労働契約の期間
　②有期労働契約の更新の有無・判断基準
　③就業場所・業務内容
　④労働時間に関する事項
　 （始業・終業の時刻、所定労働時間外労働、休憩、休日、休
　　暇、交替制勤務）
　⑤賃金に関する事項
　⑥退職（解雇）に関する事項
　上記については既にご承知かと思います。そして、これらの
うち①②以外の事項については、就業規則の必要記載事項と
重複していることにもお気づきではないでしょうか。そこで、
重複する部分については「詳細は就業規則第○条」等とし、就
業規則を交付することで明示に代えることができることに
なっています。ただし、準用した以上、就業規則には適用され
る条件が具体的に規定されており、労働契約書と一緒に交付
しなければ、明示したといえないことに注意が必要です。
　このように、就業規則にある条件についての明示は容易で
すが、重要なのは「就業場所・従事する業務の内容」について
です。それは、従業員毎の労働条件については、その後の変
更があるからです。労働条件の明示の時期は「労働契約の締
結時」となっていますが、それは、入社日（初勤務日）ではな
く、使用者と応募者の間で､労働条件について合意が成立し
た日なのです。採用までの経緯によっては、内定を出した時
となる事例も多くあります。法律に則ると、内定時に労働条
件を明示することになりますが、その条件は初勤務日までに
変わるかもしれません。また、雇用途中においても、人事異動
等で当初の就業場所や従事する業務が変更することもあり
ます。ところが、これまでのように変更できなくなりつつある
のです。例えば、従業員が、「採用時の労働契約書記載の業務
（または就業場所）に限定して就職した」等と主張し異動を拒
否する、等がありますが、その際は、採用時の労働契約の合
意がどう解釈されるかによって、異動が有効か無効かの認定

が変わります。そこで、労働契約書には、「○○圏内での異動
有り」や「業務の変更、転勤有り」等、予測される事項を記載
し、限定雇用でないことを補足しておかれるなど、一歩進ん
だ工夫が大切です。労働契約書だけで判断されるわけでは
ないですが、記載しておくことでより明確になりますね。
　また、有期労働契約更新の判断基準では、不測の不更新
理由が発生した場合に備えて「その他、やむを得ない事情に
より更新することが困難と判断した場合」等の事項（包括条
項）を忘れないようにしましょう。
　では、雇用中の従業員の労働条件や業務に変更があった
場合はどうでしょうか。明示が必要でしょうか。有期労働契約
の更新については、法律上は「現在の契約の終了」と「新規の
契約の成立」ですので､更新時に明示の義務があることにな
りますが、期間の定めのない労働契約について異動があっ
たとしても、再度の明示義務はありません。
　ですが、たとえ義務はなくとも、労働条件の変更、業務の
変更や自動更新の都度、改めて書面を交付し、法律で規定さ
れていないことについても細かく明確化しておく方が紛争
防止に繋がるのではないでしょうか。
　さらに、今般、書面で明示すべき労働条件について、労働
者から希望があった場合に限りFAX、電子メールで明示する
ことが可能となりましたが、この場合も、希望の有無を書面
で明示し、本人からの申し出であることと本人に到達したこ
との記録を残しておくことをお勧めします。
　これからの労働条件の明示（労働契約書）は、どのような
合意が成立したかを証する重要な記録の一つとして考えて
いかなければならないようですね。
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  労働条件の明示（労働契約書）

労務管理ワンポイントアドバイスアドコラム

生後
6週
▼

ロタリックス

ロタテック

生後6週から24週までに4週以上
の間隔をあけて合計2回経口投与
生後6週から32週までに4週以上
の間隔をあけて合計3回経口投与

生後
24週
▼生後2月 生後14週6日

生後
32週
▼

初回接種の
標準的接種期間

商品名(会社名) ロタリックス内用液(GSK)
1価弱毒生ヒトロタウイルス

1チューブ1回分1.5mLを経口接種

本剤接種後30日間に報告された主な副反応：
易刺激性7.3%、下痢3.5%、咳嗽/鼻漏3.3%

　ロタウイルスによる胃腸炎の予防
G1P[8]型 ／ 1価

ロタテック内用液(MSD)
5価弱毒生ロタウイルス

1チューブ1回分2mLを経口接種

本剤接種後14日間に報告された主な副反応：
下痢5.5%、嘔吐4.2%、胃腸炎3.4%、発熱1.3%

G1型、G2型、G3型、G4型、P1A[8]型 ／ 5価血清型／価数
効能･効果
1回の接種量

副反応*
[承認時]

成分
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令和元年１１月収載予定の新医薬品

◆ロタワクチンの定期接種化◆

▼予定される接種スケジュール

▼経口弱毒生ロタウイルスワクチン一覧表

商品名 一般名 備考

【内 用 薬】

パーキンソン病治療薬(MAO-B阻害薬)

腎性貧血治療薬（HIF-PH阻害薬)

慢性心不全治療薬(HCNチャネル遮断薬)

会社名

エクフィナ錠50mg

エベレンゾ錠20mg､50mg､100mg

エーザイ

アステラス

サフィナミドメシル酸塩

ロキサデュスタット

コララン錠2.5mg､5mg､7.5mg 小野 イバブラジン塩酸塩

慢性リンパ性白血病治療薬
（BCL-2阻害薬）ベネクレクスタ錠10mg､50mg､100mg アッヴィ ベネトクラクス

抗うつ薬(セロトニン再取り込み阻害･
セロトニン受容体調節薬)トリンテリックス錠10mg､20mg 武田 ボルチオキセチン臭化水素酸塩

※詳細については添付文書、もしくは薬価収載日の官報等でご確認下さい。

医薬品新規収載関連ニュース 医薬品情報

【参考】 厚生労働省 薬事・食品衛生審議会 医薬品第一部会（2019年8月1日・8月29日）、
　　　 医薬品第二部会（2019年8月2日・8月23日）、薬事分科会（2019年9月19日)資料、
　　　 各添付文書・インタビューフォーム

<添付文書より抜粋>＊各臨床試験に基づくものであり、直接比較したものではありません

【参考資料】第34回厚生科学審議会予防接種･ワクチン分科会予防接種基本方針部会資料1(厚生労働省)、日刊薬業2019年9月27日､
　　　　　リスファクス第7868号、添付文書

糖尿病治療薬
(超速効型インスリンアナログ製剤)

フィアスプ注フレックスタッチ、
注ペンフィル、注100単位/mL ノボ インスリン アスパルト

(遺伝子組換え)

セロイドリポフスチン症2型治療薬
(酵素補充療法薬)ブリニューラ脳室内注射液150mg バイオマリン セルリポナーゼ アルファ

(遺伝子組換え)

ニューキノロン系抗菌薬ラスビック錠75mg 杏林 ラスクフロキサシン塩酸塩

経皮吸収型パーキンソン病治療薬
(非麦角系ドパミン受容体作動薬)

ハルロピテープ8mg､16mg､24mg､
32mg､40mg 協和キリン ロピニロール塩酸塩

鼓膜穿孔治療薬リティンパ耳科用250μgセット ノーベルファーマ トラフェルミン（遺伝子組換え）

【注 射 薬】

血友病A治療薬（長時間作用型
遺伝子組換え血液凝固第Ⅷ因子製剤）

イスパロクト静注用500､1000､1500､
2000､3000 ノボ ツロクトコグ アルファ ペゴル

(遺伝子組換え)

FGF23関連低リン血症性くる病・骨軟
化症治療薬（抗FGF23抗体製剤）

クリースビータ皮下注10mg､20mg､
30mg 協和キリン ブロスマブ(遺伝子組換え)

【外 用 薬】

緑内障・高眼圧症治療薬
(α2受容体作動薬/β遮断薬配合剤)アイベータ配合点眼液 千寿 ブリモニジン酒石酸塩

/チモロールマレイン酸塩

　9月26日に行われた厚生労働省の厚生科学審議会予防接種･ワクチン分科会｢予防接種基本方針部会｣は、ロタウイルスによる乳幼児の胃腸炎
を予防するロタウイルスワクチンについて2020年10月より定期接種化を開始する方針を決めました。
　定期接種対象者は2020年8月1日生まれ以降の人で、定期接種の対象となる他のワクチン(ヒブワクチンなど)と接種開始時期を合わせ同時接
種を可能とするために、標準的な初回接種は｢生後2月から生後14週6日まで｣としています。1回目と2回目で異なる製品を接種した場合の対応
など、詳細については引き続き議論されます。




